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	項目名
	【主要検討項目２５】府営住宅（建替え、管理等）

	部局の考え方
	〔PT案〕

１　見直しの考え方
　・経営の効率化、持続可能性の点検

　　　府内は公営住宅が占める割合が著しく高く※、管理戸数の縮小が必要（団地の統廃合、住棟単位での経営廃止等）
〔部局の考え方〕
○　府営住宅は、低所得者、高齢者、障がい者、子育て世帯等（⇒要支援世帯）の居住の安定など、府民の居住におけるセーフティネットとしての役割を果たしている。

○　公営住宅が施策対象としている要支援世帯数の将来推計を踏まえると、セーフティネットとしての役割を確実に果たしていくためには、H27までは現在の管理戸数を維持していくことが必要である。


○　一方、長期的にみた管理戸数については、将来の世帯数と公営住宅需要（要支援者）の動向など社会情勢の変化に対応して、適切に見直しを行っていくことが必要と考えている。
○　なお、現在のストックの活用にあたっては、需給バランスの改善や耐震対策を推進することが課題となっていることから、例えば需要が低く耐震性も低いような住宅については経営を廃止することも検討するとともに、対応が必要な公営住宅需要に対しては、将来の世帯数の減少も念頭に置き、需要の高い地域における借上公営住宅による供給を検討する。


	参考データ等
	大阪府内の公営住宅ストック　26万4千戸　　大阪府営13万6千戸

市町営　12万8千戸
（うち大阪市営　9万9千戸）



府営住宅へのニーズの状況（H19）


○募集戸数：約6,000戸/年　　応募倍率：8.8倍（H19）


○募集方針：6割は高齢者・障がい者等の福祉世帯向けとして募集


○入居者数：291,245人


○住居者の状況：月収12万3千円以下の世帯：80.8％


65歳以上の入居者がいる世帯：45.87％


　　　　　　　　母子世帯：9.81％　　障がい者世帯13.57％





大阪府住生活基本計画（根拠：住生活基本法）に基づく


今後の公営住宅需要と対応


○H18～H27までの新たな要支援世帯数　→約18万世帯


（収入分位25％以下や最低居住水準未満の世帯数）


○H18～H27までの公営住宅供給目標量　→12万6千戸


　（府営と市町営で発生が見込まれる空家を活用）
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